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 本論文は次の 5つの章からなる。 
第 1章 研究の目的及び先行研究と方法 
第 2章 朝鮮戦争後の外貨獲得政策と労働者の海外派遣 
第 3章 経済成長による労働力不足と外国人労働者受入れ政策 
第 4章 外国人労働者受入れ政策の転換と雇用許可制 
第 5章 雇用許可制導入後の外国人労働者支援 




































第 4 章では、1994 に施行された産業研修生制度から、2004 に施行された雇用許可制へ
の移行の経緯が説明される。すなわち、人権侵害の排除、韓国人労働者と同等の待遇、非
合法労働者の解消、ブローカーの排除などを政府の責任において実現すべく導入された雇
用許可制は、アジア 15カ国との覚書による非専門職業の在留資格者と外国国籍同胞に対す
る特例としての訪問就業の在留資格から構成され、外国人労働力導入の規模や業種の適正
化が図られた。この制度の特徴は、制度の根幹部分を政府が担い、相談・支援業務などを
民間に委託していることである。また、言語・文化を共有する外国国籍同胞については、
サービス業の広範な業種に就業が許容されているとの指摘も重要である。 
雇用許可制の下で働く外国人労働者には、韓国人と同等の勤労基準法、最低賃金法、産
業安全保険法などの労働関係法が適用され、労働三権等の権利が保障されている。また、
制度の改善過程で、就労期間の延長、家族の呼び寄せ、帰国後の再入国・再就業などにつ
いて、優秀な労働者についての配慮がなされてきた。 
このように雇用許可制の下で外国人労働者の受入れ態勢はおおいに改善されたが、その
目的の一つであった非合法在留者の解消は必ずしも順調に進んでおらず、彼らを社会的に
包摂すべく、多文化政策を背景とする支援組織のネットワーク化が進むことが示される。 
第 5章では、2004年の雇用許可制以後、公共機関と民間団体による外国人住民支援団体
が著増し、それ以前から活動している宗教団体も含めて、三つの主体による支援活動が進
められてきたことが示される。ただし、公共機関に分類される支援団体には自治体に委託
された宗教団体がネットワークを利用し、行政の関係部署、外国人支援機関、教育機関や
ボランティアの参加も得て生活相談・医療・教育・文化支援などを行っているものが多い。
例えば、相談業務の通訳言語一つをとっても地域によっては 10カ国語以上が必要で、十分
に対応できる体制を整備するには支援活動団体のネットワーク化が不可欠である。 
本章後半の元派独労働者による支援は、著者が調査協力を要請した「派独鉱夫・看護師・
看護助手総連合会」が、筆者の調査研究の意義を高く評価し、積極的に情報提供すると同
時に数次のインタビュー調査に応じた結果実現した、極めて独自性の高い調査報告である。
そこでは、元派独労働者達が、現在韓国で働く外国人労働者の待遇は、自分たちがドイツ
で受けたドイツ人と対等な待遇とは異なり、不公平であるという認識をもち、外国人労働
者問題に対する差別の無い労働条件の実現と人権保障を急務であるとする政策提言を行っ
てきたことが明らかにされている。 
本論文で評価すべき点は、まず本人の語学能力を生かして、日本語と韓国語両言語の文
献サーベイをおこなっていること、叙述が中心となりがちな分析に、自ら収集・加工した
統計データを加味して説得力を高めていることがあげられる。さらに、「派独鉱夫・看護師・
看護助手総連合会」の協力を得て、25 名とのインタビューを実現したことである。筆者自
身が「この調査は、もっと早くても、遅くても実現できなかっただろう」と述べるように、
ドイツへの労働者の派遣から 50年を経た今日、帰国労働者たちの生の声を聴いてこの論文
をまとめたことの意義は大きい。そのような時宜を得たインタビューを活かした名著とし
て山本茂美の『あゝ野麦峠』を知る人も多いと思う。 
他方、本論文の問題点としては、統計データ、とりわけ経済データ、例えば、労働移動
を説明する一変数としての所得水準の扱いなど、に未熟さがあること、インタビュー調査
に応じた人々は、ドイツでの体験に満足している人々であり、そうでなければインタビュ
ーに応じていないであろうという、いわゆる「サンプル・バイアス」の問題に十分に注意
を払っていないことがある。また、ドイツからの帰国労働者たちの政策提言が、どのよう
な政策となって結実したかについて、具体的な記述に乏しいことも惜しまれる。 
本論文を研究の集大成と評価するには若干の留保が必要であるが、韓国の外国人労働者
政策の研究に貴重な貢献をなす学術論文であることは明らかである。よって当審査委員会
は本論文を課程博士の学位論文として「合格」と判定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
